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１．はじめに 

  

サウジアラビアは世界全体の約 1/4 の石油確認埋蔵量を有する国として知ら

れている。この国の石油開発は、1930 年代初頭にアメリカの国際石油資本の導

入によって開始された。その後、増大する石油生産量やその輸出量はこの国を

世界有数の石油大国へと押し上げた。 

このような石油大国としての顔を持つサウジは、1980 年、アメリカ系メジャ

ー4 社によって経営されてきた石油企業アラムコの実質的な国有化を断行した。

その後、石油産業や天然ガス産業などエネルギー資源の上流部門を外資に開放

してこなかった。しかし、1998 年に、ファハド国王に代わって実質的な権限を

持っているアブドラ皇太子（現国王）のアメリカ訪問以降、天然ガス産業の上

流部門に限定して外資を導入することで開発を進めようとする動きが出てきて

いる。 

 エネルギー資源の上流部門に対する門戸を長い間閉ざして来たサウジ政府が、

なぜ天然ガス上流部門を外資に開放する政策に転換したのであろうか。本発表

の目的は、サウジの天然ガス産業に外資が導入されるまでのその開発の歴史的

経緯、外資導入計画（サウジ・ガス・イニシアティブ）およびその後のガスラ

ウンドの内容などについて明らかにすることであるとともに、この政策転換の

背景を、サウジの今日抱えている課題、特に人口問題との関連で考察すること

である。 

 以下、第 2 節では、天然ガス産業に説明の重点を置きつつも、天然ガス産業

と密接に関連している石油産業にも言及しながら、天然ガス産業の開発史につ

いて議論する。次に第３節では、今日、外資開放政策に転じた天然ガス産業に

焦点を絞って、サウジ・ガス・イニシアティブの全容について触れるともに、

それが失敗に終わった後に新たに国際入札の対象として打ち出された、「ガ

ス・ラウンド」についても説明しよう。続く第４節では、このような天然ガス

産業への外資導入が 20 数年ぶりに計画され、また実現された背景にある要因と

して、この国の人口問題に焦点を当てる。最後に終節で、結論をまとめる。 

  



 

２．サウジにおける石油産業と天然ガス産業の開発の歴史 

  

サウジの天然ガス開発のこれまでの歴史をふりかえる時に、石油産業を抜き

にすることは出来ない。なぜならば、当初、天然ガスは石油と一緒に産出され

る随伴ガスであったからである。そこで、この節では、石油と天然ガスという

２つのエネルギー資源を通したサウジの経済発展を歴史的に説明しよう。そし

て、また天然ガス開発がどのような経過を経て、現在どの段階にあるかを示そ

う注1）。 

この国のエネルギー資源開発は、1933 年に、サウジ政府とアメリカの石油会

社との間で行われた石油利権交渉に関する合意に端を発している。この合意に

よって石油利権を獲得したスタンダード・オイル・オブ・カリフォルニア（現

シェブロン）は、1936 年に資本参加したテキサス・カンパニー（現シェブロン）、

そして戦後の 1948 年に新たに加わったソコニー・バキューム（現エクソン・モ

ービル）、スタンダード・オイル・オブ・ニュージャージー（現エクソン・モー

ビル）と協力しながら、1944 年に社名変更されたアラムコ（Arabian American Oil 

Company）の株主として、サウジ石油の上流部門で経営活動に従事してきた。 

サウジの石油生産量は 1938 年に初めて生産が始まったが、急増したのは戦後

になってからである。石油生産量は 1956 年には初めて日量 100 万バーレルを超

え、その後、２回の石油危機を経た 1980 年には日量で 990 万バーレルと最大の

生産量を実現した2)。 

 このようにサウジで石油開発がスタートし、その後、生産量が増大していった

1970 年代前半までの天然ガスに対するサウジの認識は、石油の付随物というも

ので、資源としての重要性が認識されていなかった。このため、随伴ガスは、

油田の圧力維持のための再注入を除けば、ただ無駄に燃やされるだけであった。 

 1973 年に発生した第一次石油危機の結果として、国際市場における石油価格

は高騰した。また、石油生産量も増大した結果、石油収入は飛躍的に増大し、

1981 年には 1133 億ドル3)にも達した。このような莫大な石油収入はサウジ経済

に好影響を及ぼし、インフラの整備、石油化学工業化の推進など国内の経済開

発の急速な進展を引き起こした。このような石油ブームの中、資源としての天

然ガスの重要性が高まった。サウジ政府は 1975 年、アラムコに対して、今まで

無駄に燃やされることの多かった随伴ガスの収集、加工、再利用のための「マ



スター・ガス・システム」4)と呼ばれるシステムの建設と操業を求めた。マスタ

ー・ガス・システムは、その後 1981 年に完成した5)。そして、このシステムを

通じて輸送された随伴ガスは、需要が増大した石油化 学工業化のエネルギー源

として使用された。 

 1980 年代も半ばに入ると、サウジなどの産油国は逆石油危機を経験した。石

油価格は下落し、特に 1986 年には暴落した。また、サウジの石油生産量も前述

した 1980 年の日量 990 万バーレルから、1985 年には日量 318 万バーレル（6と 5

年間で急減した。このような石油価格低下と石油生産量の減少は、石油収入の

減少に結びつくとともに、石油生産に附随して生産される随伴ガスの生産量の

減少を伴なった。他方で、石油化学工業化などの国内産業のエネルギー供給源

としてのガス需要は急増していったので、政府はガス生産を石油生産とは関連

づけない必要性に迫られていた。こうした中で、「アラムコは 1984 年から 1985

年にかけてガワール油田のクフ層とアブカイク油田で発見された構造性ガス田

の開発」7）を開始した。このように、1980 年代中ごろに、石油生産の附随物で

はない非随伴ガスの生産が始まり、アラムコは国内の非随伴ガスの開発を進め

た。  

しかし、1980 年代中ごろからの逆石油危機による石油価格の低迷は、財政赤

字としてサウジ政府に重くのしかかった。このような状況のもとで、1988 年に

アラムコが正式に国有化され、社名がサウジアラムコ（Saudi Arabian Oil 

Company）に変更された。また、低迷する石油収入の安定的な確保を目指す政策

が採用された8)。こうした動きの一方で、サウジ国内では、石油化学工業に加え

て、電力、水などの公共事業においてガス需要が急増した９）。このことへの対

応のためには、新たな天然ガス上流部門の開発によって非随伴ガスの生産量を

増大させ、これと合わせてマスター・ガス・システムの拡張、既存のガスプラ

ントでの生産能力増強などが必要であった10)。このような投資には膨大な資金を

必要としたが、ただ、逆石油危機以降 1990 年台後半にいたるまで、1990 年を除

いて原油価格が 1バーレル 10 ドル台であったことから、財政赤字が続いてきた

政府には限界があった。ここに、次節で取り上げる国際石油企業の投資を誘致

する理由がある。1998 年のアブドラ皇太子（現国王）のアメリカ訪問によって、

サウジの天然ガス開発に外資導入という新たな段階を迎えたのである。 

 

３．サウジ・ガス・イニシアティブとガス・ラウンドの概要 



  

（１）サウジ・ガス・イニシアティブ 

前節で明らかになったのは、財政赤字に悩んできたサウジ政府が、天然ガス

需要の増大に対して非随伴ガスの供給量を増大させるために、その生産能力増

強のための投資を必要とした点である。 

 こうした観点から、アブドラ皇太子（現国王）は 1998 年 9 月にアメリカを訪

問し、国際石油企業各社に天然ガス産業への投資を要請した。その後、それら

企業は割り当てられた 3 つの開発地域ごとに開発計画書をサウジ政府に提出し

た。この開発計画は「サウジ・ガス・イニシアティブ」と呼ばれている。その

後、2001 年 6 月には、サウジ政府によって選ばれた 8 社の国際石油企業とサウ

ジ政府の間で初期契約（preparatory agreement）が調印された。その調印には、

サウジ側がファハド国王（当時）、アブドラ皇太子（現国王）などが出席し、国

際石油会社側はエクソン・モービル、ロイヤル・ダッチ・シェル、BP、フィリ

ップス（現コノコフィリップス）、オキシデンタル、マラソン、トタル・フィナ・

エルフ（現トタル）、コノコ（現コノコフィリップス）の 8社の首脳が参加して

行われ、サウジ側代表としてサウド外相が契約書にサインをした11）。 

 調印された内容によれば、サウジ・ガス・イニシアティブには以下の 3 カ所

のコアーベンチャーがある12）。 

 第一に、コアベンチャー1である。対象となっているのは世界最大のガワール

油田の南側に位置する南ガワール地域であり、総投資額は 100 億ドルから 150

億ドルである。この事業に参加する企業は、幹事企業のエクソン・モービル（35％、

カッコ内の数字は出資比率、以下コアベンチャー3 まで同様）、ロイヤル・ダッ

チ・シェル（25％）、BP（25％）、フィリップス（15％、現コノコフィリップス）

である。このプロジェクトにはガス田の探査、開発、ガスの輸送、日量 3 億ガ

ロンの水を生産する海水淡水化などが含まれている。また、海水淡水化と統合

された 4000 メガワットの電力形成、年間 200 万トンの石油化学生産物を生産す

る東・西海岸の 2つの石油化学プラントも含まれた。 

 第二に、 サウジ西側の紅海沿岸のコアベンチャー2である。総投資額は 50 億

ドルから70億ドルである。参加企業には、幹事企業のエクソン・モービル（60％）、

マラソン（20％）、オキシデンタル（20％）が含まれる。このプロジェクトには、

紅海での探査、ミドヤン（Midyan）、バルガン（Bargan）ガス田の開発が含まれ

ている。また、探査の進行程度に応じて、西海岸での石油化学、電力、海水淡



水化での追加の投資機会があった。 

第三に、 シャイバ（Shaybah）ガス田を中心としたコアベンチャー３であり、 

UAE（アラブ首長国）の国境地帯までのルブ・アル・ハリ砂漠に位置している。

このプロジェクトへの参加企業は、幹事企業のロイヤル・ダッチ・シェル（40％）、

コノコ（30％、現コノコフィリップス）、トタル・フィナ・エルフ（30％、現ト

タル）で、総投資額は 50 億ドルから 70 億ドルである。この事業には南部のル

ブ・アル・ハリ砂漠地帯でのガス田探査、シャイバ（Shaybah）・キダン（Kidan）

両ガス田での開発が含まれている。これらで生産されたガスは、ハウィーヤ

（Hawiyah）・ハラド（Haradh）両ガス処理プラントまで輸送される。また、ジ

ュベールに石油化学、電力、水生産設備の建設が予定された。 

  

（２）サウジ・ガス・イニシアティブの決裂とその原因 

サウジ・ガス・イニシアティブは初期契約が調印された後、最終的な合意に

向けて交渉が行われたが、交渉は暗礁に乗り上げた。特に、アメリカ企業にと

って、2001 年 9 月１１日のアメリカ同時多発テロによるアメリカとサウジとの

関係悪化やイラク情勢が交渉に悪影響を与えた可能性は否定できないが、交渉

が停滞するなかで、2003 年 6 月に、サウジ政府がコアベンチャー1 に関して中

断していた交渉の打ち切りを決定したことが明らかとなった。また、コアベン

チャー2に関しても既に破談していた13)。 

 交渉が決裂した原因として、投資対象地域の利益率による意見の相違が挙げ

られる。参加予定の国際石油企業が想定していたのは年率 15～18％であったの

に対して、サウジ政府側の想定は 8～12％であった14)。このような意見の相違は、

利用可能なガス田の面積、課税問題などに加えて、このプロジェクトが天然ガ

ス田開発だけではなく、電力、海水淡水化といった公共事業とリンクしていた

点と関連している。それらの公共事業での電気や水の国民への供給は、実際の

生産コストを相当下回る価格で提供されており、その状況が利益率を下げる要

因となった。 

 

（３）コアベンチャー3での合意 

2003 年 7 月中旬、サウジ政府は、サウジ・ガス・イニシアティブでコアベン

チャー3として、ロイヤル・ダッチ・シェル、トタルと交渉が続けられてきたル

ブ・アル・ハリ砂漠における 20 万平方キロメートルの地域におけるガス田開発



で合意に達したことを公表した（15。ただ、サウジ・ガス・イニシアティブで想

定されていた上流部門から下流部門までの開発ではなく、ガスの上流部門の開

発のみに限定する 20 億ドルの投資額と見込まれる合意であった（16。このプロジ

ェクトの出資比率は、ロイヤル・ダッチ・シェルが 40％、トタルが 30％、サウ

ジアラムコが 30％であった（17。サウジのエネルギー資源開発において、天然ガ

ス田で初めての外資導入が実現したのである。 

 

（４）ガス・ラウンド 

 サウジ政府は、ロイヤル・ダッチ・シェル、トタルなどとの交渉とは別に、

2003 年 7 月にルブ・アル・ハリ砂漠の３つの地区を対象とした新たなガス・ラ

ウンドも進めた。ロンドンで行なわれた説明会には約 40 の国際石油企業が招待

された18）。 

2004 年 1 月に予定されていた入札は、非随伴ガスの探査、開発など上流部門

のみを目的として、ルブ・アル・ハリ砂漠における 3 つの地区を対象として行

われるもので、失敗したサウジ・ガス・イニシアティブ後の新しい「ガス・ラ

ウンド」である。3つの地区は、当初サウジ・ガス・イニシアティブでコアベン

チャー1 として開発が指定されていた地域であり、A地区、B地区、C地区と分割

されている。これらの 3つの地区はそれぞれ、その全体の中の北西部（2万 9900

平方キロメートル、カッコ内は面積、以下同様）、南西部（3万 8800 平方キロメ

ートル）、東部（5万 1400 平方平方キロメートル）を占めている（19。 

 その後、2004 年 1 月には国際入札20)が実施され、その結果、利権を獲得した

のはA地区ではロシアのルークオイル、B地区では中国石油化工（シノペック）、

C地区ではENI（イタリア炭化水素公社）・スペインのレプソルのコンソーシアム

である21)。なお、これらのA・B・C各地区における天然ガス開発に関して以下の

4点を補足しておこう22)。第一に、C地区を担当するENIとレプソルの出資比率は

50：30 である。第二に、3 つの全ての地区を担当する企業には、探査、開発期

間として 40 年間が与えられる。第三に、3 つの地区における企業は、サウジア

ラムコと 80：20 の比率（20％がサウジアラムコ）でサウジアラムコと合弁会社

23)をそれぞれ設立する。第四に、サウジアラムコはそれぞれの地区の企業から日

量 7億 5000 万立方フィートのガスを購入する事を保証する。 

 

４．天然ガス産業への外資導入の背景と人口問題 



 

この節では、前述したサウジにおける天然ガス産業の開発への外資導入の背

景を人口問題との関連で考察しよう。サウジ・ガス・イニシアティブのサウジ

側の交渉者の責任者であったサウド外相は「サウジアラビアは、経済インフラ

建設を促進し、成長率を高め、国民のための雇用や訓練機会を新規創造し、サ

ウジ資本を用いる魅力的な機会を作り出すために、大きなかつ早急な投資を引

きつけることを求めている」と述べた24)。この彼の発言は、天然ガス開発を外資

の誘致で進めてゆくことは、サウジ経済の成長を促すだけではなく、インフラ

不足、失業問題の解決に結びつくであろうことを示している。そこで、以下に

おいては、まず根本的な問題として、サウジの人口爆発とその結果としての若

齢化社会について説明した後、インフラ問題と雇用問題について言及し、それ

らとの関連で天然ガス産業の開発を考えることにしよう25)。 

 

（１）サウジの人口爆発と若齢化社会 

IMF（国際通貨基金）の統計によれば、サウジの人口は 1975 年に 725 万人で

あったが、1982 年には 1000 万人を超え、2000 年には 2000 万人を超えた26）。ま

た、1975 年から 2002 年までのこの国の年平均人口成長率は 4.4％で、ここ 30

年ほどの間に世界で最も人口が急増した国の一つである。さらに、2002 年から

今後 2015 年までの年平均人口成長率も 2.5％と見込まれている27）。 

このように高い人口増加率を記録した要因には、まず第一に、第１次石油危

機以降に、進んだ医療設備や医療技術が導入されたことによる死亡率の低下や

高い出生率が挙げられる。このことは、サウジの乳児死亡率や 5 歳未満の幼児

死亡率が急速に低下していったことから理解できる。この国の乳児死亡率（1000

人当たり）は 1970 年に 118 であったが、2003 年には 23 へと急減した。また、5

歳未満の幼児死亡率(1000 人当たり)も 1970 年の 185 から 28 へと低下した28)。

他方、合計特殊出生率は 1970-1975 年で 7.3 であり、2000-2005 年になっても

4.5 と見込まれている29)。 

 第二の要因として、外国人労働者の流入が挙げられる。サウジでは、石油ブ

ーム期の好景気に労働市場で超過需要が発生したために、熟練労働者のみなら

ず、未熟練労働者が、エジプト、パレスチナ、ヨルダン、旧南北イエメンなど

のアラブ諸国のみならず、インド、パキスタン、フィリピン、韓国などアジア

地域からやって来た。この結果、1975 年には合法的な外国人労働者だけで約 77



万人余りの労働者が入国し30)、今日、外国人労働者は 2002 年現在で 530 万人い

ると見られている31)。 

このような高い人口成長率は、若年層の急増をもたらした。サウジアメリカ銀

行は 2002 年のサウジ経済に関するレポート32)において、次の 2 点を指摘してい

る。第一に、2001 年に人口の 45.6％が 14 歳以下である。第二に、人口の 73.5％

が 29 歳以下である。つまり、人口の半分程度が 14 歳以下の年少人口、その 3/4

が 29 歳以下なのである。 

 

（２）若年人口の急増とその影響 

 このような人口爆発やその結果としての若年人口の急増は、次の 2 つの問題

を引き起こした33)。 

 第一に、人口の急増によって電力、水道等のインフラ不足をもたらした。サ

ウジの都市人口比率は 1965 年の 39％から 2002 年には 87％と急上昇した34)。そ

して、この都市化や核家族化の進行は、電力、水道などに対する需要の急増を

もたらし35)、それらの財を供給するための基本的なインフラ不足を引き起こした。

サウジでは、今後、インフラ整備のために、2001 年からの 15 年間で 1000 億ド

ル程度の投資が必要とされている36)。 

第二に、雇用機会のほとんどを供給してきた政府・公共部門が、逆石油危機

による石油収入低迷による財政赤字のために、増大する若年層の雇用吸収先と

してもはや十分な機能を果たせなくなっている。失業率が 2003 年で 25％37)とさ

れ、雇用問題の解決が、サウジ政府の大きな課題となっているのが現状である38)。

そのため、政府は「サウジ人化」政策を推進して、外国人労働者の代わりにサ

ウジ人を雇用することを目標としている。しかし、サウジ人若年労働者は労働

生産性が低いにもかかわらず高い賃金を要求し、熟練度も低いために、民間企

業は若いサウジ人の雇用に消極的であると見られている。 

 

（３）インフラ問題、雇用問題と天然ガス産業の開発 

さて、これまでサウジの人口爆発によって引き起こされる問題のうち、インフ

ラ不足と雇用問題に焦点を当てて説明してきたが、ここではこれら 2 つの問題

と天然ガスとの関係について述べておこう。 

 まず、サウジ・ガス・イニシアティブの 3 箇所のコアーベンチャーの全てに

おいて、単なる上流の天然ガス田の開発にとどまらず、石油化学工業化以外に



も、ガスを燃料とする電力、海水淡水化事業などのインフラ開発をも含んでい

た点を考慮する必要がある。この点に関して、2002 年のサウジにおける天然ガ

スの国内需要別配分比率で、電力が 38％と最も高く、海水淡水化が 17％となっ

ていたことを挙げておこう39)。この数字は、天然ガスが原料としていかに公益事

業で需要されているかを表している。ただ、これらの下流部門開発とガス田開

発をパッケージで一括交渉したために、国際石油企業は公益事業開発が収益率

の低下を招くとして、交渉は決裂したのであった。 

次に、天然ガス開発は雇用問題と結びついている。前述したサウド外相の発

言にもあったように、サウジ政府はサウジ・ガス・イニシアティブの参加予定

企業に対して、ガス発電事業、海水淡水化施設、石油化学プラント建設等への

投資を要求して、失業問題解決のための雇用の受け皿として投資拡大を求めて

いた40)。この点に関して、天然ガス産業では、直接的には 3 万 5000 人の雇用、

および間接的な雇用を含めてトータルで15万人の雇用吸収力があると推計され

ている41)42)。 

  

５．結論 

 2004年末のサウジの天然ガスの確認埋蔵量は238兆4000億立方フィートに達

し、世界全体の 3.8％を占めており、ロシア、イラン、カタールに次ぐ世界第 4

位である43)。石油だけでなく、天然ガスの確認埋蔵量においても世界有数のサウ

ジは、1975 年にマスター・ガス・システムの建設を行い、このシステムを通じ

て、それまで無駄に浪費されていた随伴ガスを有効利用しようとした。このこ

とがサウジにおける天然ガス産業の開発の第一段階とすれば、第二段階は 1984

年からの非随伴ガスの開発開始であり、アラムコはこれ以降、非随伴ガスの開

発を重点的に行って来ている。今日、天然ガス確認埋蔵量の中で非随伴ガスの

占める比率は 40%程度44)にまで高まったと見られている。そして、1998 年には外

資導入への要請という第三段階を迎え、その後、2003 年にはロイヤル・ダッチ・

シェル、トタル、そしてまた 2004 年には 3つの地区での 4企業による外資導入

が決まった。 

では、サウジはなぜ長い間門戸を閉ざしてきたエネルギー資源の上流部門の

中で天然ガス部門を外資に開放したのであろうか。その解答を探る手がかりは、

サウジ・ガス・イニシアティブの内容にある。サウジ政府が参加予定の国際石

油企業に要請したプロジェクトには、単なるガス田の開発にとどまらず、中流



部門や下流部門などでの開発も含まれていた。このことは次のことを示してい

る。つまり、財政赤字が続き、一人当たり所得が石油ブーム時代から激減する

なか、石油化学工業化での原料としてのガス需要増への対応に加えて、人口急

増に起因するガスを利用した電力、海水淡水化などインフラ整備、失業率上昇

の中での失業問題などの解決をサウジ政府が急務としていることである。 

ただ、サウジ政府によるサウジ・ガス・イニシアティブは失敗した。そして、

非随伴ガスの上流部門開発のみに限定した形で進めたコア・ベンチャー3やガス

ラウンドでは、外資導入が実現した。そのため、今後、人口爆発という爆弾を

背負いながら、サウジ政府は天然ガス、特に非随伴ガス上流部門では外資中心

で開発を進めながら、中流部門、下流部門とは分離して開発していかざるを得

ないのである。 
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